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地域環境問題への取組の推進

第１項　フロン等オゾン層破壊物質の排出
　　　　抑制対策�

　オゾン層の保護を図るため、国際的な取組み
として、昭和60年(1985年)に「オゾン層の保護の
ためのウィーン条約」が採択された。昭和62年
(1987年)にはオゾン層破壊物質の生産削減等の規
制措置を盛り込んだ「オゾン層を破壊する物質に
関するモントリオール議定書」が採択された。そ
の後の4次にわたるモントリオール議定書の改正
により、規制対象物質の追加や、既存規制物質の
規制スケジュールの前倒しなど、段階的に規制が
強化されている。
　我が国においても、昭和63年にウィーン条約及
びモントリオール議定書を締結するとともに、「特
定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法
律」(以下「オゾン層保護法」という。)を制定す
ることにより、オゾン層破壊物質の生産等の規制
が行われてきた。
　平成14年には「特定製品に係るフロン類の回
収及び破壊の実施の法律（フロン回収破壊法）」が
施行され、業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）
と使用済自動車のエアコン（第二種特定製品）のフ
ロン回収が義務づけられるとともに、フロン類回
収業者等について、知事の登録が義務付けられた。
　その後、平成17年1月1日に本格施行された「使
用済み自動車の再資源化等に関する法律（自動車
リサイクル法）」により、第二種特定製品に関す
る回収等については、フロン回収破壊法から削除
され、自動車リサイクル法へと移行した。
　また、平成18年6月にフロン回収破壊法が改正
され、回収義務の拡大や行程管理制度（フロン類
の引き渡し等を書面で管理する制度）が導入され、
平成１９年１０月１日に施行された。

第２項　フロン等オゾン層破壊物質の回収
　　　　対策�

　⑴　本県の状況
　本県では、平成6年度に環境庁の委託を受
け、「オゾン層保護対策地域実践モデル事業」
を実施し、フロンの回収・再利用等の実態及
び課題の調査を行うとともに、国・県・市町
村や家庭用電気製品、自動車、空調設備等の
関係68団体から構成する「フロン回収推進協
議会」を設置し、フロン回収を促進するため
必要な検討や普及啓発を行ってきた。
　平成7年度及び8年度は、フロン回収装置を
整備する場合の補助制度を設け、県下の全て
の市町村で廃家電からのフロン回収が可能
となった。
　平成9年度には、「回収フロンに係る破壊処
理実施要領」を作成するとともに、回収され
たフロンを破壊処理するシステムを、フロン
回収推進協議会が中心となって確立し、フロ
ンの回収・破壊を推進してきている。また、
平成13年から施行された「大分県生活環境の
保全に関する条例」にオゾン層破壊物質の回
収について努力義務を定め、フロン類に対す
る適正処理を推進している。

　⑵　フロン回収破壊法による回収対策
　フロン回収破壊法による回収業者等の知
事登録件数は、平成20年度末には、第一種特
定製品からフロン類を回収する業者(第一種
フロン類回収業者)が359件、また自動車リサ
イクル法移行後の第二種特定製品からフロ
ン類を回収する業者が391件となっており、
各特定製品から回収を実施している。

第４節　オゾン層保護等の対策の推進

表3b　健全な森林の整備� （単位：ha）

 年次

人工造林

除間伐 合計再造林
 複層林 拡大造林 計

再造林 被害地造林 小計

 14   224      291 515    23     503  1,041  12,057 13,098

 15   356      191 546  　 7     481  1,034  10,809 11,843

 16   369       46 415    31     390   837   9,054  9,891

 17   239      147 385    27    322   734   6,009  6,743

 18   200      295 495     1    402   898   7,375  8,273

 19   165      274 439     4    217   660   9,045  9,705

 20   393      244 637     4    330   971 10,353 11,324
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第３項　酸性雨対策�

１　概　況

　近年、地球規模の環境問題として、地球の温
暖化やオゾン層の破壊とともに酸性雨が取り
上げられ、これらの問題の解決に向けた種々の
取組みがなされている。
　酸性雨とは、石油や石炭などの化石燃料が燃
焼した際、二酸化硫黄や窒素酸化物などの大気
汚染物質が大気中に放出され、これらが大気中
で硫酸や硝酸に変化した後、これらの酸が雲や
雨にとりこまれて雨が酸性化するもので、通常
pH(水素イオン濃度指数のことであり、7が中
性、7を超える場合はアルカリ性、7未満は酸性
である。)が5.6以下になった雨を「酸性雨」と
いう。
　酸性雨は欧米を中心に土壌や河川、湖沼の酸
性化による生態系の変化、森林の衰退等の問題
を引き起こしており、わが国においても、関東・
中部地方の森林衰退等の報告がある。
　これらの報告が直接酸性雨（大気汚染）によ
るものであるとは断定できないが、その複合作
用であろうと考えられており、メカニズムの解
明や対策の実施が課題となっている。そのため
環境省では、我が国における酸性雨の実態及び
その影響を明らかにするため、昭和58年度から
酸性雨モニタリング調査等の酸性雨対策調査
を実施している。
　また酸性雨は、その解決のために関係国が協
力してこの問題に取り組む必要があることか
ら、平成13年1月から「東アジア酸性雨モニタ
リングネットワーク（EANET）」が本格稼働し、
現在、日本、中国、韓国等13か国が参加し、参
加各国の連携により東アジア地域全体での酸
性雨モニタリング調査等が行われている。
　環境省が酸性雨の測定を行っている地点は
全国に30ヵ所あり、平成19年度はpHが4.42〜
4.99であった。

２　酸性雨対策調査結果

　本県内においては、酸性雨による影響は、ま
だ観測されていないが、長期に及ぶ生態系への
影響については十分注意していく必要がある。
　本県では、衛生環境研究センターの調査研究
として、県下における酸性雨の実態を把握し、
発生メカニズムを解明することを目的に昭和
60年度に酸性雨調査を開始しており、平成6年
度からは、環境省の委託を受けて竹田市久住町
において、国設酸性雨測定局での調査を行って
いる。
　これら調査地点の雨水のpHの年平均値は、
20年度には衛生環境研究センター（大分市）で

4.54、日田林業試験場（日田市）4.74及び国設
久住酸性雨測定所（竹田市）4.68であり、環境
省が行っている全国調査の結果とほぼ同様の
数値である。
　なお、過去5年間では、表4-3のとおりpHが
4.54〜4.84の値で変動している。

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
大 分 市 4.63 4.68 4.58 4.65 4.54
日 田 市 4.73 4.67 4.66 4.80 4.74
竹 田 市 4.65 4.63 4.73 4.84 4.68

表4-3　酸性雨測定局における調査結果(pH)




